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RC造建築物の実被害を説明可能な地震応答解析モデル構築に関する研究 
(その 1)名古屋市における典型的な中高層 RC造集合住宅の地震応答解析モデルの作成 
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0B1.はじめに 
筆者らは、1995 年兵庫県南部地震以降、耐震改修促進法が
施行され全国各地で耐震診断データベース(DB)が作成されて
いることを背景として、中高層 RC 造集合住宅を対象に耐震
診断結果を用いた地震応答解析モデルの作成方法を提案した
1)。この手法は、低層 RC造学校建物を対象に構築された手法
を中高層 RC 造集合住宅に展開したものである。集合住宅は、
改修工事期間中でも建物の継続使用が求められることから、

耐震改修・補強が進んでおらず、既存集合住宅の耐震性能を

正確に評価することは重要な課題である。また集合住宅は、

南北構面に方立て壁や雑壁が取りつくため、それらの評価が

モデル化の際に重要な課題になる。本論では、(その 1)で、
名古屋市営住宅の耐震診断 DB を用いて、中高層 RC 造集合
住宅の地震応答解析モデルを構築する。なお、既往の手法 1)

との大きな違いは、方立て壁とそれ以外のフレームに別々の

復元力特性を与えた点、各モデルの初期剛性を設定する際、

常時微動計測結果を用いた点、である。本論では、地震時に

被害の生じやすい建物の桁行方向について検討する。 

2.典型的な集合住宅の抽出 
本論で用いた DB は、名古屋市営住宅を対象に作成されて

おり、RC 造で 2 次診断結果が明記されているものは 144 棟
ある。図 1 に示すように、大半が 7 階建てで、そのうち半数
以上が 1972 年~81 年(Ⅱ期)に建設されている。DB 内建物の
7 階建て建物から、任意に 26 棟を選び詳細な図面調査を行
ない、抽出した典型的建物の略図を図 2 に示す。桁行 10 ス
パン×張間 1スパン、階高は１階が 2.8mで 2階以上は 2.6m、
南北構面に開口付き雑壁が存在し、バルコニーと廊下は片

持ち形式となっている。本論では、DB の大半を占めている

Ⅱ期 6-7階建て建物 81棟の地震応答解析モデルを構築する。 
3. 一般的な集合住宅の持つ性能 
一般的な集合住宅の性能を求めるために、典型的な集合住

宅を立体骨組にモデル化し、静的弾塑性解析を行なう。また、

モデル化の際、建物の実情を考え、雑壁の影響と建物の余力

をモデルに反映させる。 
3.1 雑壁のモデル化 

建物の実情をモデルに考慮するために、桁行方向北構面の

方立て壁などの雑壁を、図 3 のように壁柱・袖壁・腰壁に、
南構面の雑壁も同様に壁柱・袖壁に置換し、剛性と耐力を評

価する。また、壁柱と柱の柱頭に雑壁などを考慮した剛域を

設けた。 
3.2 建物の余力 
本論では建物の余力として以下の 4項目を考慮する。 
①コンクリート強度の設計時と実情でとの違い 
②RC部材のせん断耐力の設計時と実情の平均値とでの違い 
③積載荷重の設計時と実情での違い 
④直交壁によるせん断耐力の上昇 
①～③については、既報に倣い 1)、本論では集合住宅の特

徴である、④直交壁によるせん断耐力の上昇について述べる。

桁行方向の柱に直交する壁があるので、直交壁が終局耐力に

与える影響を考慮する。既往の研究 2)では、直交壁をもつせ

図2 典型的集合住宅建物
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ん断破壊型 RC 柱の加力試験を行い、直交壁が無い柱に比べ
てどの程度最大せん断耐力が上昇したかを検討している。荒

川式を用いて計算した結果と、実験結果から求まるせん断耐

力の比をとった結果を表 1 に示す。この結果を参考に、直交
壁による強度上昇として柱のせん断耐力を 1.3倍する。 
3.3 建物の余力の影響 

 表 2 に、余力の有無による静的弾塑性解析結果の比較を示
す。初期剛性の比は 9.95 倍、終局せん断力の比は 2.42 倍に
なった。一般的な設計で用いられる、余力を考慮しないモデ

ルでは、建物の性能を正確に評価できていないことがわかる。 
4.方立て壁の分離 
 集合住宅の地震被害の特徴として、方立て壁が主フレーム

に先行してせん断破壊したことが挙げられる。これを表現で

きるモデルにするため、方立て壁部分と主フレーム部分に異

なる復元力特性を持たせる。静的弾塑性解析時に建物全体で

負担するせん断力を、方立て壁部分とフレーム部分が負担す

るせん断力に分離し、それぞれについて骨格曲線を定義する。

静的弾塑性解析結果を表 3 に示す。モデル化の際には、分離
した骨格曲線の初期剛性(K1),終局耐力(Q3)の比を用いて各階
の K1および Q3を方立て壁部分とフレーム部分に分配する。 
5.各モデルの初期剛性の設定方法 
低層 RC 造建物を対象に、最小 IS値と固有周期係数には相

関関係があることが明らかになっている 3)。そこで、DB 中
の最小 IS値の異なる集合住宅建物 6 棟を対象に常時微動計測
を行い、最小 IS 値と固有周期係数の関係を調べた。結果を図

5 に示す。集合住宅において、最小 IS 値と固有周期係数に相

関は小さく、全建物で固有周期係数が 0.01～0.015 になった。
本論では、図 6の結果を参考に、固有周期係数をD=0.0125と
して地震応答解析モデルの固有周期を決定する。 
6.地震応答解析モデルの構築手順 

本論での対象建物は、全て 1981 年以前に設計されている
ため、大変形時に耐力低下を起こす柱崩壊型となるとされて

いる 4)。そのため、既往の実験結果 4)を参考に、大変形時の

耐力低下を考慮した復元力特性を設定する。具体的には、図

6 に示すように、崩壊点(終点)を決定し、第 2 折点(終局耐力
時)と崩壊点とを結ぶように第 3勾配を決定する。崩壊点の層
間変形角：Tは、フレーム部分はT=1/294)、方立て壁部分は

T=1/805)とし、層せん断力はともに 0kN の点とする。また、
終局耐力は歪み速度に依存するため 6)、動的解析を行なう際、

終局耐力を静的な値に対して 1.1倍する。 
地震応答解析モデルの具体的な作成手順は、①耐震診断

DB の延床面積から、各階等面積として各階重量を計算する。
②固有周期係数D=0.0125 として 1 次固有周期を算定する。③
各階 CT・SD値から(2)式及び荷重速度の影響を考慮し、一体モ
デルの各階終局せん断耐力を求める。ただし、図 6 に示すよ
うに大変形時の耐力低下を考慮するため、算定した終局耐力

は第 2折点の耐力とする。 
 
 
 

④各階重量と固有周期から各階初期剛性を求める。剛性の高

さ方向分布は、各階の終局耐力と相似にする。⑤各階の K1

および Q3 を方立て壁部分とフレーム部分に分配し、それぞ

れについて表 3 の、K2/K1および Q1/Q3を用いて骨格曲線を作

成する。この際、大変形時の耐力低下を考慮する(図 6)。履
歴特性は、方立て壁部分は原点指向型モデル、フレーム部分

は修正武田スリップモデル 4)とする。⑥動的相互作用効果と

して、半無限一様地盤上の円形剛基礎の静的ばねと波動イン

ピーダンスから算定した減衰係数を用いスウェイ・ロッキン

グばねを考慮する。上部構造の減衰は、初期剛性比例(基礎固
定時の初期剛性に対して 3%)とする。 

7.まとめ 
 本論では、名古屋市営住宅耐震診断 DB を用いた地震応答
解析モデルの構築手法について述べた。なお、参考文献につ

いては(その 2)にまとめて示す。 
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K 1の比 Q 3の比 Cの比 Tの比 ΣWの比

余力あり/余力なし 9.95 2.42 2.51 0.32 0.96

表2  余力の有無によるモデルの比較

K 2 /K 1 Q 3 /Q 1

一体モデル 0.620 4.474
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荒川min式 実験値

178 222 1.25
- 241 1.35
- 252 1.42

直交壁なし

試験体名
せん断耐力

直交壁あり W60
直交壁あり W90

実験/計算

表 1 計算値と実験値の比較 2) 
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図 5 常時微動計測結果 
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